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第２ 教育研究団体の意見・評価 

① 日本会計研究学会 

（代表者 薄井 彰  会員数 約1,727人） 

ＴＥＬ 03-5273-0473  

１ 前     文  

 令和５年度共通テスト追・再試験問題は，従来の問題数や内容の傾向を踏襲している。問題構成

は，例年と同様に第１問，第２問及び第３問の大問３問からなり，第１問はＡとＢに分かれている

ため，実質的に４問で構成されている。出題内容は，「簿記・会計」の学習範囲を網羅しており，

また難易度も初歩的・基礎的なものから，思考力，判断力を問う応用的な問題にまでわたり，偏り

のないバランスの取れた問題となっている。ページ数は，下書き用紙を除いて18ページであり，共

通テスト本試験問題よりも２ページ多い。平均点は公表されていない。 

２ 試験問題の程度・設問数・配点・形式等への評価  

 試験問題の程度：初歩的・基礎的なものから，知識の理解の質を問うような思考力，判断力が必

要な応用的な問題にまでわたり，受験者の学習到達程度を判定するには適切な出題であると評価で

きる。 

 設問数：第１問はＡの解答個所が11個，Ｂが９個の合計20個，第２問が15個，第３問が15個の合

計50個であり，昨年度と同様の設問数となっている。 

 配点：解答個所50個すべてが配点２点であり，大問第１問が40点，第２問が30点，第３問が30点

と，昨年度と同様の配点となっている。問題の難易度等による傾斜配点をしておらず，受験者の得

意・不得意分野による有利・不利が生じづらく，比較的公平に学習到達程度を測定することができ

ると思われる。 

 形式：共通テストからの新傾向として会話形式の問題が出題されていることも含め，例年と同様

の一般的な出題形式であった。 

以下，設問ごとに評価を述べる。 

⑴ 第１問Ａ 

 第１問Ａは，簿記一巡の手続きに関連する問題である。教科書の「簿記の基礎」の内容からの

出題となっており，内容も基礎的なものである。簿記の教科書に必ずある簿記一巡の手続きの図

から，幅広く基礎的な論点を出題した良問であると評価できる。 

 問１は仕訳帳への「仕訳」，総勘定元帳への「転記」という最も基本的な用語の知識を問うたも

のであり，問２は仕訳帳と総勘定元帳をまとめて「主要簿」とよぶとう基礎的な用語が出題され

ている。問３は，取引の結合関係を４パターン出題しており，取引を分解して解答群から探すと

いう手順で容易に解答できる。問４は，取引の仕訳を元帳に記入したものとして最も適当なもの

を選択する問題であるが，取引の分解から仕訳をするところまでを問う事を意図しているのか，

仕訳から正しい転記が行えるかを問う事を意図しているのか，その両方なのか，やや出題の意図

が分かりづらいともいえる。問５は，残高試算表の仕組みの理解と問う良問である。問６は決算

本手続きの手順の理解を問うた問題である。問７は，総勘定元帳の現金勘定の締切りについての

理解を問う問題である。そして問８は，貸借対照表の区分表示が，企業会計原則の一般原則のう

ちの明瞭性の原則の適用例であることを問うた問題である。 
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⑵ 第１問Ｂ 

 第１問Ｂは，共通テストから採用されている会話形式での出題である。 

問１は仕訳帳に関する知識を問う問題，問２は固定資産に関する知識を問う問題，問３は手形

貸付金に関する知識を問う問題，問４は簿記上の現金として取り扱われるものに関する問題，問

５は現金過不足に関する問題と，法人税等の処理に関する問題，問６は仮受金と前払金に関する

問題となっていて，新入社員と教育係の会話形式の中に，幅広く論点を盛り込んだよく工夫され

た問題となっている。教科書の特定の章からの出題ではなく，幅広い知識を問う問題となってい

て難易度は高くないものの応用力を問うような問題であると評価できる。 

⑶ 第２問 

 第２問は，個人企業を前提とした５伝票制における記帳と計算に関する問題である。補助簿は

売掛金元帳，買掛金元帳，商品有高帳，受取手形記入帳の４種類である。期中取引は，商品売買

に関連する取引を中心とした11の基本的な取引であり，全体として平易な問題である。見開き２

ページに配置され，受験者が解答しやすいように工夫されている。 

 資料１は×５年１月中のすべての取引が示されており，資料２は×５年１月中に起票したすべ

ての伝票が表示されている。資料３は×５年１月末の仕訳集計表，資料４は×５年１月中の総勘

定元帳の一部，資料５は×５年１月中の取引に関連する補助簿のすべてが示されている。 

 問１から問４は，資料２～資料５の空欄補充問題となっている。資料１の期中取引を日付順に

処理していくと容易に解答可能である。１日の取引は５伝票制における一部振替取引の処理が論

点となっている。振替伝票の記載から，取引を分解する方法で起票していることを判断すること

になるが，商品売買取引とは異なり，備品の売却取引であるため処理方法は一つに限定され， セ  

と クケコ の2箇所が解答できる。５日の取引で ア が，９日の取引は，買掛金元帳と商品有高帳

の関係から テトナ が，10日の取引から サシス が，16日の取引は，商品有高帳の受入欄の金額

は付随費用も含んだ取得原価480が記入されているため，差額で引取運賃 イウ の金額が解答でき

る。21日の取引は自己宛て為替手形の振出しの論点であり支払人 ハ がわかる。25日の取引で エ  

が，28日の取引で オ が埋まる。31日の取引は，前期発生分の売掛金に貸倒れの処理であり，前

期発生分の売掛金の金額 カキ は，売掛金元帳と統制勘定である売掛金勘定の関係から求めるこ

とができる。 

 総勘定元帳の解答箇所 ソタチ ， ツ は仕訳集計表から総勘定元帳への合計転記の理解を問う

問題であり，商品有高帳の解答箇所 ニヌネ は移動平均法による平均単価の計算， ノ は商品有

高帳の締切りの論点である。 

 問５は，福井商店に対する買掛金の次月繰越額を問う問題である。これも買掛金元帳と統制勘

定である買掛金勘定の関係から（ ）を推定して解答するものである。 

⑷ 第３問 

 第３問は，個人企業を前提とした，二つの支店を有する本店集中計算制度を採用した本支店会

計の決算（損益計算書，貸借対照表の作成）に関する問題である。未達事項が四つ，決算整理事

項等が九つの標準的な問題で，難易度も標準的である。見開き２ページに配置され，受験生が解

答しやすいように工夫されていて良問であると評価できる。 

 資料１は本店及び各支店の決算整理前残高試算表，資料２は未達事項，資料３は決算整理事項

等，資料４は本支店合併後の貸借対照表と損益計算書が示され，解答箇所 ウ ～ ヒ までの12

個が資料４に配置されている。 

 問１及び問２は本支店会計特有の論点で，問１（ ア ）は，未達事項のうち本店集中計算制度

の特徴的な処理，支店間取引の本店への未達事項の処理と問うている。問２（ イ ）は，未達事
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項整理後の本店の沖縄支店勘定残高と沖縄支店の本店勘定残高を問うている。資料２の未達事項

はいずれも平易であり，本店集中計算制度を基本的な理解度を確認する良問である。 

 問３及び問４は資料４の本支店合併後の貸借対照表と損益計算書の空欄に当てはまる語句ま

たは金額を解答する問題である。資料３の決算整理事項はいずれも基本的なものである。⑴未記

帳の処理（ ソタ ），⑵売上総利益の算定（ セ ），⑶貸倒引当金の設定（ チツ ），⑷建物の減

価償却（ クケコ ），⑸備品の減価償却（ サシ ），⑹有価証券の評価（ ハヒ ），⑺消耗品費勘定

の整理（ カキ ），⑻支払家賃の繰り延べ（ ナニ ），⑼支払利息の見越し（ ス ）となっている。 

 ⑵売上総利益の算定に関しては，本支店会計特有の損益計算書の表示形式を知っていれば，特

に計算の必要なく セ が売上総利益であることが分かる。売上総利益の内訳についても，解答箇

所になっているのが売上高（ ヌネノ ）であるため，決算整理前残高試算表の合計金額そのまま

である。 

 ⑶貸倒引当金の設定（ チツ ）は，未達事項⑷の処理を反映する必要があるが，難しいわけで

はない。⑻支払家賃の繰り延べ（ ナニ ）は，家賃の見直しが行われているパターンである。し

かし，見直し前の月額が与えられており，暗算でも計算しやすい金額に工夫されている。続く⑼

支払利息の見越し（ ス ）は，解答箇所が表示科目でありすでに金額が表示されているため，未

払い分の計算の必要がない。共通テストの問題を解き慣れている受験者とそうでない者とで，解

答に要した時間に差が出たものと思われる。 

 問５は，本支店合併後の貸借対照表と損益計算書を作成するに当たって，控除された内部利益

の金額を問うている。本支店間での商品取引として，本店が北海道支店に商品を送付する際に原

価の10％の利益が加えられている。内部利益を含んだ商品が，期末に残っている場合，この内部

利益は控除する必要がある。内部利益の控除は応用的な論点であるが，内部取引を北海道支店の

みに限定し，しかも北海道支店は外部からの仕入をしていないことにすることで複雑にならない

ように配慮されている。 

３ 総評・まとめ 

令和５年度共通テスト追・再試験問題は，学習指導要領の目標や教科書の内容に沿っており，初

歩的・基礎的なものから，知識の理解の質を問うような思考力，判断力が必要な応用的な問題にま

でわたり，受験者の学習到達程度を判定するには適切な出題であると評価できる。 

 追・再試験問題は，第１問Ａが簿記一巡の手続き，第２問Ｂが幅広い基礎知識を問う問題，第２

問が個人企業を前提とした，５伝票制における帳簿組織，第３問が個人企業を前提とした，二つの

支店を有する本店集中計算制度を採用した本支店会計の決算という組合せであった。全体的なバラ

ンスとしては，株式会社に特有の論点が少なく，本試験問題に比べると難易度が低く，時間的には

余裕があったのではないだろうか。 

４ 今後の共通テストへの要望 

 報告書（本試験）の方に記載。 
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② 日本簿記学会 

（代表者 泉 宏之  会員数 約730人） 

ＴＥＬ 03-3836-4781  

１ 前     文  

本年度は，知識・技能，思考力・判断力・表現力，及び主体性をもって多様な人々と協同して学

ぶという「学力の３要素」の評価を重視する大学入学共通テスト（以下「共通テスト」という。）

が導入されて３年目に当たる。本年度共通テスト追・再試験における出題は，例年どおり，第１問

から第３問の３部構成であった。第１問はＡとＢに分かれており，実質的に４部構成となっている

点も例年と同じであった。受験者にとっては慣れ親しんだ問題形式であるので，時間配分に気を遣

うことなく取り組むことができたと推測できる。 

第１問Ａは簿記の一巡，Ｂは商品売買に関する処理，第２問は伝票制，第３問は本支店合併貸借

対照表及び損益計算書の作成を，それぞれ取り上げている。科目「簿記」における基本的な内容を

中心に出題されていた。 

２ 試験問題の程度・設問数・配点・形式等への評価 

基礎的な問題から応用的な問題へと展開され，受験者の学習到達度を確認するのに適切な出題で

あると評価できる。 

配点については，第１問が20問×各２点の計40点，第２問が15問×各２点の計30点，第３問が15

問×各２点の計30点となっている。全問２点の出題にふさわしく，解答を得るためにかかる作業量

も適切であり，１点配点や３点配点の必要性は感じられなかった。また，全体を通じて，一つのミ

スが複数の誤答を招くことを防ぐ工夫がなされていた。丁寧な作問に敬意を表したい。 

形式については，用語を選ばせる形式と，計算させる形式が適度に混在しバランスのよい出題と

なっている。 

第１問Ａは，簿記一巡の手続きの問題である。基本的な内容について，論点を網羅して作成され

ている。帳簿，取引要素，転記，試算表，決算手続きに関して，それぞれの理解を確認する問題が

作成されていた。６ページにわたる問題であり，例年に比べて分量は多いものの，難易度は高くな

い基本的な問題であった。 

問１，問２は，簿記手続きに関する基礎的な問題である。簡潔な内容であり，安心して解答でき

る内容であった。受験者は時間をかけずに解きすすめることができたと推察される。簿記一巡の手

続きは，検定試験ではあまり出題されない内容である。高等学校学習指導要領（以下「学習指導要

領」という。）に沿った学習を，主体的に取り組んでいるか否かが測定できる良問である。問３は

取引要素の結合関係を問う問題，問４は総勘定元帳の記帳を問う問題であり，いずれも基本的な知

識を問う良問であった。問５は合計試算表と残高試算表の理解を，問６は決算手続きの理解を，問

７は英米式決算法における繰越記入を問うものであり，いずれも工夫された出題であった。問８は，

科目「財務会計Ⅰ」からの出題であり，企業会計原則の一般原則の理解を問う設問である。思考力

が問われる良問であった。 

第１問Ｂでは，商品売買業を営む株式会社の新任社員と教育係との間で行われた会話文の形式で，

商品売買の処理に関する論点が問われている。昨年度出題された特殊商品売買に関する問題に比べ

て，受験者にとって取り組みやすい問題であった。 

問１は仕訳帳の説明に関する問いであり，問２は，固定資産に関する基礎的な問題である。問１，
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問２とも基本的な知識を問う良問であったが，あまり会話の流れとは関連しない設問であるような

印象を受けた。問３は手形貸付金に関する修正仕訳を，問４は現金の範囲を問う問題である。いず

れも受験者の学習到達度を測るためによく考えられた良問であった。問５は ニ で仮払法人税等を

選択させる問題である。教材等では中間申告時に仮払法人税勘定を用いずに，法人税等勘定に記入

させる例が散見される。仮払金勘定と仮払法人税勘定を区別させることが本問の意図なので，解答

群に⑤を入れない方が良かったと思われる。 

第２問は，５伝票制の問題である。資料１及び資料２にすべての取引が表示されており明解であ

ったが，資料が多く，計算する箇所も多かった。そのため，解答に時間を要した受験者が多かった

と思われるが，資料を４ページにおさめて，受験者がページをめくる負担を軽減したことは評価で

きる。なお，科目「簿記」では５伝票制の学習を記帳の合理化と位置付けており，教科書では，伝

票から総勘定元帳への転記を仕訳日計表により行っている。本問では，仕訳日計表を作成せず，月

末に仕訳集計表を作成している。仕訳日計表の作成に慣れている受験者は違和感を持ったかもしれ

ない。資料５に補助簿として現金出納帳も用意するなどし，月末に一括転記する合理性を持たせた

い。 

問１は，伝票と仕訳集計表の勘定科目を解答させる問題である。 ア は商品券の取引， オ は基

本的な約束手形の取引が問われた。問２は，伝票，仕訳集計表，総勘定元帳，補助簿上の各数値を

推定させる問題である。 カ ・ キ では，貸倒引当金の取り崩しが問われており，資料４の売掛金

勘定の前期繰越530と資料５売掛金元帳の長野商店の前期繰越520との差額から，石川商店に対する

売掛金の前期繰越額10を求めることができる。思考力を問う良問であるが，解答に時間を要した受

験者が多かったと思われる。問４は，帳簿に入る用語を選択する問題である。 ハ は，受取手形記

入帳における手形の種類から為替手形の取引であることがわかり，資料１の21日の取引によるもの

であると特定できる。問５は，会計データがどのような経路で主要簿と補助簿に記録されていくか

を考えながら解く良問である。日付だけを追うのではなく，記帳される箇所を予想しながら解答す

る能力を測定している。 

第３問は，本支店会計における貸借対照表と損益計算書に関する問題である。神奈川商店の二つ

の支店のうち，北海道支店のみに商品を送付することにするなど，受験者の負担を軽減するための

工夫が見られた。 

問１は，未達事項の処理に関する問題である。本店集中計算制度の理解が問われている。問２は，

未達事項整理後に一致する本店勘定と支店勘定の残高を問う問題である。本店が北海道支店に商品

を送付する際に，原価の10％の利益が加えられていることを踏まえて，資料２の未達事項の処理を

行うことにより，正答を導くことができる。問３は，貸借対照表，損益計算書に表示される項目を

選択させる問題である。なお，二区分損益計算書は，簿記実務検定を取得している受験者にとって

馴染みのある設問である。売上総利益を埋める問題も頻出されており， セ も，記入されるべき項

目を選択する平易な設問である。受験者の知識・技術以外の学力を測定するならば，提示された二

区分損益計算書の資料から売上原価の金額を求めさせるといった工夫が必要である。問４は，資料４

の貸借対照表と損益計算書における数値を解答させる問題である。資料１の決算整理前残高試算表

に各店の合計額が示されており，各店ごとに決算整理を行わなくても解答が求められるように工夫

されている。本支店合併後の貸借対照表と損益計算書を求める問題であったので，店舗ごとに会計

が独立していない企業の場合と同様に計算できるよう工夫されている。問５は，本支店合併後の貸

借対照表と損益計算書作成時に控除された内部利益の金額を算出させる問題である。原価率を設け

て支店に対する振替価格を設定するのではなく，原価に一定の割合の利益を付加して価格を設定す

る問題である。内部利益を付した商品取引を伴う本支店会計は，実務でも用いる例が稀であるとの
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理由で，関心が薄れている内容であり，同論点は学習指導要領解説には含まれていない。また，一

時期教科書に掲載されていなかったこともあり，受験者の中には学習していないものも存在する。

また，科目「財務会計Ⅰ」の内容である「財務諸表分析」では原価率・利益率について学習し，付

加率には触れない。付加率を用いた問題は，今年度の受験者にとって難易度が高いものであった。 

３ 総評・まとめ 

本年度の出題は，学習指導要領の目標や内容に沿っており，大学教育の基礎力となる知識・技能

や思考力・判断力・表現力等を問う問題作成を志すという共通テストの求めるところに従ったもの

である。また，各論点について様々な視点から問う問題となっていた。例えば，減価償却について，

第２問で直接法，第３問で間接法を問うなど，全体を通して，問題の重複がないように，かつ多角

的に出題されるよう工夫されていた。文章量と計算量が十分調整されており，大学進学を目指し努

力を重ねた受験者を裏切らない質・量ともに優れた問題であった。学習が一定水準まで到達してい

るかどうかを測るという出題の目的を十分に果たしたものと評価することができる。 

最後に，学習指導要領及び教科書への準拠，マークシート方式での出題，電卓の使用不可といっ

た厳しい制約条件の下，限られた時間内で，基礎的な知識を問い，かつ思考力も試すという共通テ

ストの出題趣旨に沿った良質な問題を作成された問題作成部会のメンバーに対して，その労に敬意

を表したい。 

４ 今後の共通テストへの要望  

本年度の共通テスト追・再試験では，第１間で簿記一巡の手続きと複式簿記に関する知識を問う

問題，第２問で５伝票を用いた記帳と補助簿の記入を問う問題，第３問で本店集中計算制度を採用

している個人企業の決算手続きを問う問題が出題された。ほとんどの問題が科目「簿記」で学習す

る内容であり，科目「財務会計Ⅰ」で学ぶ内容が少なかった。大学教育を受けようとしている受験

者のほとんどは，１年次に科目「簿記」の履修を済ませている。本問は，受験者が２年次または３

年次に履修している「財務会計Ⅰ」からの出題が少なかったので，受験者の期待に十分応じていな

かった。受験者の学習到達度を正しく測定し，大学教育を受けるにふさわしい能力の有無を正しく

判定するために，出題範囲からの偏りのない作問が望まれる。 

 

  


